
THP指針改正と
コラボヘルスの推進

　労働者の健康保持増進は、昭和63年「事業場における労働者の健康保持増進のための指針
（THP指針）」が策定され取組の普及が推進されてきた。近年、この指針が改正され、事業者・医療
保険者が連携して健康保持増進に取り組むコラボヘルスの積極的な取組などが「健康経営」の観点
からも期待されている。本特集では、産業保健スタッフが医療保険者と連携した取組であるコラボ
ヘルスを考える際に参考となる情報をお届けする。

特 集

　我が国の労働者の急速な高齢化に対して、中高年齢労

働者の健康保持、労働生産性の維持が企業にとって重大

な課題になる、との予測に基づいて、昭和54年７月、労働

省（現厚生労働省）は「中高年労働者健康管理事業補助制

度実施要項」を策定し、35歳以上の中高年齢労働者の健

康づくり運動を企業内において推進することとした。いわ

ゆるSHP（Silver Health Plan）である。その後、ストレス

関連疾患などによって若年者の休業が増加し、昭和63年

に労働安全衛生法を改正し、すべての労働者を対象とした

「心とからだの健康づくり」、すなわちTHP（Total Health 

Promotion Plan）を企業の努力義務として位置づけ、その

実施を進めた。

　本稿では、THP指針改正の経緯などを含めて、また、

指針のなかでコラボヘルスの視点についても言及されたこ

とから、解説をしてみることとする。

　THPは、労働安全衛生法第69条において「事業者は、

労働者に対する健康教育及び健康相談その他労働者の健

康の保持増進を図るため必要な措置を継続的かつ計画的

に講ずるように努めなければならない。」と規定された事業

の一環である。また、「労働者は、前項の事業者が講ず

1. THP指針改正の経緯

る措置を利用して、その健康の保持増進に努めるものとす

る。」として自己保健義務についても言及している。

　平成９年「労働省委託研究事業－小規模事業場における

自主的な健康保持増進対策の促進事業報告書」において、

「経営者が定期的に健康診断を受診していない事業場で

は、「健康づくりが必要と思わない」との考えと相関がある

ことが明らか」となり、平成12年度から「THPステップアッ

ププラン」が実施された。これは、「経営者健康づくり体験

セミナー」を実施し、経営者がTHPの体験を通じて、企業

内健康づくりについて理解を深め、次に「職場の健康づく

り支援サービス」を活用して、企業の実情に合わせた計画

的な健康づくりを４年間支援するものである。

　しかし、THPの実施は、一部の大企業のみに限定され、

中小企業においてもその実施が十分浸透しなかったことか

ら、従来の健康測定に基づく４つの健康指導、つまり労

働者全員に対する「保健指導」「運動指導」と、特に必要

な労働者に対する「心理相談」「栄養指導」を改め、平成

19年からは、第一段階として、産業医による「健康状況に

応じた全般的な指導」を行い、これをもとに必要があれば、

第二段階として「運動指導」「保健指導」など必要な健康指

導を実施することとした。つまり、指導内容が複数の労働

者に共通する場合には、当該部分について個別指導では

THP指針改正のポイントと
コラボヘルス特集1

おかだ　くにお ● 1977年大阪市立大学医学部卒業。大阪ガス株式会社産業医、統括産業医を2020年３月まで務める。現職は特定非営利活動法人健康経営研究会理
事長、女子栄養大学大学院客員教授。厚生労働省、文部科学省のメンタルヘルスに係る委員会委員を歴任。著書に『安全配慮義務』、『健康経営推進ガイドブック』など。

特定非営利活動法人健康経営研究会理事長　岡田 邦夫

2　産業保健 21 2023.1　第 111 号



なく、複数の労働者に対し斉一に指導することを可能とし

たのである。

　THP指針策定から30年以上が経過した令和２年に、産

業構造の変化や高齢化の一層の進展、働き方の変化など、

日本の社会経済情勢が大きく変化したことを踏まえて、健

康保持増進対策も見直しを迫られるようになった。医療保

険制度において、各種生活習慣病の重症化予防と医療費

適正化について議論され、また、医療保険者においては、

法定義務の保健事業として、特定健康診査及び特定保健

指導を実施することとなった。

　令和元年度における指針改正は、第13次労働災害防止

計画（平成30年２月）において、「東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会の開催により、広く国民のスポーツへの関心

が高まることを踏まえ、スポーツ庁と連携して、スポーツ基

本計画と連動した事業場における労働者の健康保持増進の

ための指針の見直しを検討する」ことに基づくものである。

　特に高齢化が進む我が国においては、労働者の高齢化

を見据えた取組として、以下の点が言及されている。すな

わち「労働者が高年齢期を迎えても就業を継続するために

は、心身両面の総合的な健康が維持されていることが必

要である。加齢に伴う筋量の低下等による健康状態の悪化

を防ぐためには、高齢期のみならず、若年期からの運動の

習慣化等の健康保持増進が有効である。健康保持増進措

置を検討するに当たっては、このような視点を盛り込むこと

が望ましい。」とされた。この点については、近年の高齢者

の労働災害発生件数の増加に対する対応として、従来の

安全対策のみならず健康保持増進対策を強化することが

必要不可欠であると考えられる。

　令和元年度のTHP指針改正のポイントは以下の３つで

ある。詳細は表１に示した。

〇従来の労働者「個人」から「集団」への健康保持増進措

置の視点の強化

〇事業場の特性に合った健康保持増進措置への見直し

〇健康保持増進措置の内容を規定する指針から、取組方

法を規定する指針への見直し

　「個人」から「集団」への健康保持増進措置の視点の強化

は、いわゆる「ハイリスクアプローチ」※１に加えてさらに「ポ

ピュレーションアプローチ」※２を強化することであるが、こ

の点については、「職場における心と体の健康づくりのため

の手引き」において、以下のように解説されている。

　「ＴＨＰ指針では、令和元年度の改正でポピュレーショ

ンアプローチの視点が強化されました。ポピュレーションア

プローチの対象となる「集団」は、企業全体、事業場ごと、

部署ごと、職種ごとなど様々考えられますが、健康の保持

増進に関する課題などは「集団」ごとに異なります。効果的

な対策を行うには、その「集団」の実態に即した取組を行う

ことが重要となります。

　その上で、事業者はハイリスクアプローチ・ポピュレー

ションアプローチそれぞれのアプローチによる健康保持増

進対策を組み合わせて取り組むことが推奨されています。

それぞれのアプローチの考え方、対象、具体的な活動内容、

期待される効果などの特徴を良く理解し、効果的に組み

合わせることが求められます。」

　また、健康保持増進対策を進めるに当たっては、健康

情報を含む労働者の個人情報の保護に配慮することが極

めて重要であることから、健康情報を含む労働者の個人

情報の保護に関しては関連する法令等を遵守し、労働者

の健康情報の適正な取り扱いが求められている。

2. THP指針の新たな改正
① 従来の労働者「個人」から「集団」への健康保持増進措置の視点を強化
　　 現行の指針では健康測定の結果、生活習慣上の課題を有する労働

者を主な対象として、運動指導や保健指導等を実施する視点が強い内
容となっている。

　　 今回の改正では、幅広い労働者の健康保持増進が促進されるよう
に、直ちに生活習慣上の課題が見当たらない労働者も対象に含まれ、
一定の集団に対して活動を推進できるように「ポピュレーションアプ
ローチ」の視点を強化する。

② 事業場の特性等に合った健康保持増進措置への見直し
　 　現行の健康保持増進措置は、①健康測定(生活状況調査、医学的

検査等)、②産業医等による指導票の作成、③個人の状況に応じた運
動指導、保健指導等を各専門家より実施という流れで構成されており、
定型的な内容を示している。しかし、事業場がこの内容に取り組むこと
は時間や費用等の観点からハードルが高く、結果的に浸透していない。

　　 今回の改正では、事業場の規模や事業等の特性に応じて健康保持
増進措置の内容を検討し、実施できるように見直す。

③ 健康保持増進措置の内容を規定する指針から、取組方法を規定する指針
への見直し

　　 ②のとおり、健康保持増進措置を事業場の特性等に応じて実施でき
るものとする一方、事業場で健康保持増進対策を推進するにあたって
は指針に基づく進め方（PDCAサイクル）に沿って確実に実施することを
求めるものとする。

　　 現行の指針では、健康保持増進対策の推進に関して、事業者の表
明や目標の設定等の進め方に関する言及はあるものの、各項目につい
ては具体的な記載となっていない。今回の改正では、指針に基づく措
置内容について柔軟化する一方、PＤＣＡの各段階で事業場で取り組
むべき項目を明確にし、事業場が健康保持増進対策に取り組むための
進め方を規定する指針へ見直す。

適用日　令和2年4月1日

表１. 令和元年度「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」の見直し
～主な改正点～
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　なお、令和３年度からは事業者から医療保険者に労働

安全衛生法に基づく健康診断の記録の写しを提供するこ

とは、データヘルスやコラボヘルスをより進めるために必

要であることから、事業者と医療保険者とが連携した健

康保持増進対策が推進されるよう、指針の改正が令和２

年度に行われることとなった。「事業場における労働者の

健康保持増進のための指針の一部の改正」については、表

２に示した（基発0208第２号 令和３年２月８日 https://

jsite.mhlw.go.jp/fukuoka-roudoukyoku/content/

contents/000813669.pdf）。

　また、改正個人情報保護法により、医療保険者から定期

健康診断に関する記録の写しの提供の求めがあった場合

に、事業者は当該記録の写しを医療保険者に提供しなけ

ればならないことには留意が必要であり、当該規定に基づく

提供の根拠法令は、個人情報保護に関する法律第23条第

１項第１号から第27条第１項第１号となった。

　令和に入り、目まぐるしくTHP指針の見直しが行われ、

事業者のみならず医療保険者とのコラボヘルスとして労働

者の健康保持増進が図られることとなった。これらのポイ

ントとまとめると以下のようになる。

①健康リスク要因の減少などによって労働生産性が向上

し、欠勤日数が減少する

　・食生活改善、肥満予防、運動不足解消、ストレス軽

減、禁煙、節酒など―プレゼンティーズム、アブセン

ティーズムの改善

②労働者の体力の確認などに取り組むことで労働災害件

数や休業が減少する

　・体力を指標化し、個別の運動指導により転倒災害な

どを減少

③こころの健康づくり効果が期待できる

　・メンタルヘルスの改善－座位時間が短いほどメンタルヘル

スが向上し、身体活動を増やすことでうつ病リスクを低減

④コラボヘルスによって、事業者と保険者が一体となって

従業員の健康づくり事業を展開することによって、事業

成果の向上ならびにコストベネフィットの点において効

果が期待できる

　健康保持増進対策の推進に当たっては、中長期的な視

点に立った継続的・計画的な実際が求められることから、

PDCAサイクルに沿って進めることが重要である（図１）。

　なお、具体的な「職場における心とからだの健康づくり」

の事例については、「職場における心とからだの健康づくり

のための手引き」に紹介されているので、参考にしていただ

きたい（https://www.mhlw.go.jp/content/000747964.pdf）。

　企業を取り巻く環境は変化を続け、働き方や働くことに

ついての労働者の意識も大きく変容している。これらの変

化は、働く人の健康についての意識にも大きな変化をもたら

し、多種多様な健康についての考え方を企業が受け入れ、

包摂した考え方で対応しなければいけない時代を迎えてい

る。健康づくりは、本来個人の問題であるが、業務に内在

する健康阻害要因をいかに低減化するかは、企業責任であ

り、そのひとつとしてTHPがある。労働者の健康は、企業

活動の源であることから、企業独自のアウトカムが求められ

る健康づくり事業を推進する必要に迫られている。

※１ ハイリスクアプローチ：生活習慣上の課題を有する労働者個人を対象
とした、個々の健康状態の改善を目指すもの

※２ポピュレーションアプローチ：生活習慣上の課題の有無に関わらず労   
働者を集団と捉え、事業場全体の健康状態の改善を目指すもの

3. 一連の改正のポイントについて

①健康保持増進方針の表明
②推進体制の確立 ③課題の把握

④健康保持増進目標
　の設定

⑤健康保持増進措置
　の決定

⑥健康保持増進計画
　の作成

⑦健康保持増進計画
　の実施

⑧実施結果の評価

THPの
PDCA

Act

Check

Do

Plan

〇 健康保持増進対策の基本的考え方の関係
　 ―事業者と医療保険者とが連携した健康保持増進対策がより推進され

るよう、コラボへルスの推進が求められることを追加
〇 健康保持増進措置の内容関係
　 ―健康保持増進措置の検討に当たって、安衛法に基づく健康診断の

結果を医療保険者に提供する必要があること及びそのデータを医療保
険者と連携して事業場内外の複数の集団間のデータと比較し健康保持
増進等に係る取組の決定等に活用することが望ましいこと

〇 その他
　 ―個人情報の取扱いについて、医療保険者から安衛法に基づく健康診

断の記録の写しの提供の求めがあった場合に、事業者がその記録の写し
を医療保険者に提供することは、高確法に基づく義務であるため、第三
者提供に係る本人の同意が不要であること

適用日　令和3年4月1日

表２. 令和２年度「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」の改正
～概要～　改正のポイント

図１. 健康保持増進対策の各項目（PDCA サイクル）

出典：職場における心とからだの健康づくりのための手引き
　　  〜事業場における労働者の健康保持増進のための指針〜厚生労働省 2021年３月

高確法…高齢者の医療の確保に関する法律
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　労働者の健康管理については、労働安全衛生法を根

拠として実施される一般定期健康診断に基づく疾病管理

を中心とした取組が実施されている。一方、法令に依拠

しない健康保持増進や労働生産性向上を目的とした健

康経営が企業に期待されるようになっている。健康経営

の推進に際しては、事業者と保険者の連携によるコラボ

ヘルスの取組が重要視されている。本稿ではコラボヘル

スの意義と実際の取組のあるべき姿について論じたい。

　労働者の健康管理という点では、事業者と保険者の

役割は一見似ている。例えば、事業者が実施する一般

定期健康診断と、保険者が実施する特定健康診査の検

査項目は概ね共通である。しかしながら、前者は労働衛

生の観点から適正配置・就業措置のために実施するもの

であり、後者は主に脳・心臓疾患の医療費削減のため

に特定保健指導の対象者を抽出するために実施するとい

う違いがある。

　このように、事業者と保険者の取組は目的が異なるた

め、同じ健康管理、健康増進施策であっても方向性が

やや異なっていることがある（図１参照）。事業者と保険者

の取組を図１の矢印のように表現した場合、これが高校

の数学・物理で出てくるベクトルであれば自動的に合成さ

れて、「全体的な（理想的な、あるべき）方向性」に向かう

かもしれない。しかしながら、実際には自動的に合成され

ることはなく、事業者・保険者双方が手を加える必要が出

てくる。この合成させるための手法が、政府が提唱してい

る「コラボヘルス」の視点だと考えられる。以下、いくつか

の事例をもとにコラボヘルスの意義について述べたい。

　特定保健指導は、40歳以上でメタボリックシンドロー

ムに該当し、健診項目（血圧、血糖等）の治療を受けて

いない労働者のみが対象となる。特定保健指導の対象

者のなかにも就業措置の検討が必要な労働者が含まれ

ているため、産業医や保健師が面談に呼んで対応するこ

ととなるが、「特定保健指導を受けるので、面談は受け

たくない」という申出を受けることがある。その後、その

労働者が特定保健指導を自己都合でキャンセルし、その

キャンセルしたという情報が共有されなけれ

ば、適切な健康管理の機会を損ねてしまうこ

ととなる。逆に、特定保健指導の対象とな

らない労働者（40歳未満、治療中等）のなか

にも就業措置や保健指導が必要な労働者が

含まれているが、事業者と保険者との情報

共有が十分でないために適切な対応がなされ

ず、40歳に達した時点で、あるいは産業保

健職の対応開始時点で、保健指導等が功を

奏しないレベルまで健康を損ねてしまってい

るというようなことも生じ得る。

ますだ　まさし ● 2001年産業医科大学医学部卒業。2007年イオン株式会社本社産業医、2012年より現職。博士（医学）、麻酔科標榜医、労働衛生コンサル
タント（保健衛生）、日本産業衛生学会専門医・指導医、社会医学系専門医・指導医、産業医学推進研究会研修・教育担当理事、厚生労働省労働政策審議会
安全衛生分科会事業者代表委員。

イオン株式会社 イオングループ総括産業医　増田 将史

健康経営における
コラボヘルスの役割特集2

1. 事業者と保険者の
　 連携上の意義と課題

全体的な（理想
的な、あるべき）
方向性

事業者の施策

保険者の施策
● 労働衛生
● 安全配慮義務
● 生産性向上

コラボヘルス：事業主と保険者との
　　　　　　取組の協同、連帯

■ 臨床医学
■ 健康増進
■ 医療費削減健康経営

図１. 事業者・保険者の健康施策の方向性

2. 健康管理（重症化予防）の
 　観点から

● 特集　THP指針改正とコラボヘルスの推進
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　このようなことが起こらないようにするために、事業者・

保険者間での情報共有が重要となる。例えば、緊急連

絡（パニック報告）に該当する所見のあった労働者につい

ては事業者・保険者双方から受診勧奨を実施できるよう

にするのが望ましい。事業者は保険者と違って、著明な

異常所見のある労働者に対しては業務命令として受診指

示ができるので、職制を通じた受診勧奨・指示に確実に

繋げられるような体制を構築するのが望ましい。喫緊の

就業措置は不要であっても中長期的に疾病増悪が懸念

される労働者については、保険者が実施する生活習慣

改善プログラム等に繋げて、疾病増悪を未然に防止でき

るように手を打つことができれば効果的である。そのた

めにはコラボヘルスとしての取組事項を明確化した上で、

事業者・保険者双方が有する健康情報について、個人

情報保護法に基づく共同利用等、二者間で相互に利用で

きるようにしておく必要がある。逆に言えば、こうした相

互利用ができる体制になっていなければ、コラボヘルス

が有効に機能しているとは言い難いということでもある。

　慢性的な人員不足に直面している業種（第三次産業

等）においては、高年齢労働者の健康確保が課題となっ

ている。定年延長を導入している企業もあるが、その結

果、在職中の疾病管理や労働災害削減が急務となって

いる。労働災害については高年齢労働者の転倒災害が

多く発生しており、その対応が求められている。事業者

による転倒災害防止対策としてTHP以上の取組、例え

ばフレイルの把握・防止のための健康測定やそれに基

づく就業適性判定等を実施するような場合、更なる健

康情報の把握が必要となるが、一般的に事業者が健康

情報を把握する場合、その健康情報で予見可能な疾病

等に係る安全配慮義務が増加するという懸念が生じる。

労働者としては雇用継続の判断材料に利用されるので

はという不安に繋がる。

　そうした懸念を払拭する上で、保険者との連携が有効

となる。保険者が保険事業としてフレイル予防の取組を

実施できれば、前出の懸念にとらわれずに高年齢労働

者のフレイル予防、ひいては在職年数延長に貢献できる

こととなる。もちろん、事業者としては場所の提供や勤

務時間中での開催等、その保険事業に協力することが

求められる。

　このように、法定の範囲を超えた健康施策の実施にあ

たり、機微な健康情報の取扱いに起因する懸念等が生

じる場合については、事業者と保険者の協同（コラボヘ

ルス）による取組が功を奏すると考えられる。

　健康経営は企業の経営の一環として実施するものであ

るので、個々の事業者や保険者で目的や方針を策定する

ものであるが、概ね、事業者の目的は労働生産性の向上、

保険者の目的は被保険者（労働者）の健康増進ひいては

医療費の削減等が挙げられる。これらを達成するために

は法令の健診に留まらず、独自の取組が求められる。

　図２は労働者約400名の３ヶ月間での労働生産性低下

について調べた結果である。病気欠勤の原因として挙

がったのは、メンタルヘルス不調、がん、そして肩こりや

腰痛といった筋骨格系障害が上位を占める一方、生産性

を下げる要因としては、「うつ症状」「睡眠不足」「腰痛」

「不安症状」「全身の倦怠感・疲労感」「首の不調や肩の

こり」という結果であった。やはり精神疾患は労働生産

性を引き下げている最大の原因となっていて、これに起

因するプレゼンティーズム対策が喫緊の課題と言えるが、

「うつ症状」以外の上位５項目にはメタボや動脈硬化、そ

れによって引き起こされる脳卒中や心筋梗塞が含まれて

いない。「がん」は９番目の項目となっている。メタボやが

んの対策としては健康保険組合の人間ドックや特定保健

指導などが挙げられるが、労働生産性という観点からは

あまり貢献していないことがわかる。もちろん、中長期

的にはメタボ対策やがん対策をしないと従業員の健康や

健康保険組合の健全な財務状況は保てないが、労働生

産性という観点からは健康診断やがん検診のみでは不

十分であり、メンタルヘルス対策、腰痛対策、睡眠指導

といった施策を実施する必要があることが伺える。

　保険者は特定健康診査の結果やレセプト情報を有して

いるので、従業員がどの程度、病気になっているかは把

握できるものの、勤怠や人事考課のデータがないために、

疾病に伴う労働生産性低下の程度を把握することができ

ない。他方、事業者側としては、自社で生じている・把

3. 安全衛生（労災防止）の観点から

4. 労働生産性向上の観点から
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握している労働生産性の低下のうち、疾病や健康上の

問題がどの程度、影響しているかについては部分的な情

報しか持ち合わせていない。したがって、事業者と保険

者がそれぞれ有するデータを付き合わせて分析し、健康

施策を戦略的に実施するデータヘルスやコラボヘルスと

いった取組が重要度を増してきており、それによっては

じめて福利厚生の充実に留まらない、経営戦略としての

健康経営が達成できるようになる。

　健康管理（重症化予防）、安全衛生（労災防止）そして

労働生産性向上の観点からコラボヘルスの重要性につい

て示し、具体的な取組について例を示した。

　事業者・保険者がそれぞれ実施する健康施策は元々

の目的が異なるので、別々に実施しても十分に意義のあ

るものであるが、それだけではもったいないと言える。そ

れぞれの施策のベクトルをうまく合成させて、理想的な

（あるべき）方向性に向かわせる創意工夫が期待されてい

る。事業者の取組に保険者の取組を重ね合わせる、あ

るいは保険者の取組に事業者の取組を重ね合わせる、

あるいはそれらを同時並行で実行することで、各施策を

相互に補完し、シナジー効果を発揮させる仕組みが求め

られている。

図２．日本の企業におけるプレゼンティーズムの発生要因１）

１.うつ症状
２.睡眠不足
３.腰痛
４.不安症状
５.全身の倦怠感･疲労感
６.首の不調や肩のこり

うつ症状
睡眠不足

腰痛
不安症状

全身の倦怠感･疲労感
首の不調や肩のこり

手足の関節の痛みや不自由さ
その他

がん（治療の副作用も含む）
頭痛（偏頭痛や慢性的な頭痛）

不眠（寝ようとしても眠れない）
風邪、インフルエンザ

眼の不調
胃腸炎

月経困難や更年期症状
繰り返す下痢、便秘

アレルギーによる疾患
皮膚の病気・かゆみ

不妊治療
二日酔い
ぜんそく

聴力の低下（難聴など）
胸焼け

胃潰瘍、十二指腸潰瘍
高血圧

歯の不調（歯痛など）
尿に関する不調

糖尿病
脂質異常症

心臓病
貧血

0 50 100 150 200 250 300 350 400（万円）

400名の集団・３ヶ月間
１ヶ月１人当たり、約18,000円

プレゼンティーズム
日本でのデータ

参考資料
１） 森 晃爾「産業医の視点から見た健康経営モデル」（「健康経営会議

2015」講演資料）
　　（http://www.kk-kaigi.com/pdf/2015material_mori.pdf）

5. 労働生産性向上の観点から
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　データヘルスは、国民の健康寿命の延伸を図るため

の新たな予防・健康管理の仕組みづくりとして、日本再

興戦略2013 １）で掲げられた政策である。

　長寿国・日本において、地域および職域における多

様な健康課題に寄り添うためには、データに基づく科

学的なアプローチが不可欠である。そこで、データヘル

スは、レセプトや特定健康診査（標準的な質問票を含

む）、特定保健指導等のデータを活用しながら、個人や

職場の健康課題を可視化し、さらにその健康課題に応

じた解決策として保健事業を適用し、評価・見直しを

図るというプロセスで進められる。

　すべての国民をカバーする目的で国民皆保険制度

に導入されたことから、データヘルスの主体は医療保

険者である。医療保険者は2015年度から「データヘ

ルス計画」を策定し、データを活用してPDCA（Plan-

Do-Check-Act）サイクルを回し、健康課題の解決に

努めている。

　ただ、健康保険組合や全国健康保険協会（協会けん

ぽ）といった医療保険者は、被保険者である社員に直

接アプローチすることが難しく、データヘルスの実行性

を上げるためには、事業者との連携、いわゆる「コラボ

ヘルス」が鍵となる。「データヘルス・ポータルサイト２）」

に蓄積された情報を分析すると、コラボヘルスが進んで

いる健康保険組合ほど特定健診や特定保健指導といっ

た保健事業の実施率が高い構造となっていた。

　それでは、データヘルスは何を目指しているのだろ

うか。「経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）

2016 ３）」では、医療保険者によるデータヘルスと事業者

の健康経営との連携により労働生産性を向上させるこ

とが掲げられた。実際、日本の中小企業を対象とした

研究では、社員の体調不良に伴う年間の労働生産性損

失額は、職場間で３倍の差があることが示され４）、社

員への健康投資の重要性が示唆された。一方、骨太方

針2017５）では、地域住民に対してもデータヘルスを提

供し、地域社会の活性化を目指すとされた。データヘル

スはこれまで職場や自治体のなかに暗黙知として閉じ

ていた予防・健康管理の知見をデータにより明文化し、

全国の職場や自治体の取組の質を向上させる。つまり、

データヘルスは、長寿社会における健康課題やその解

決策を共有するプラットフォームでもあるのだ。

　データヘルスは国民皆保険制度に導入されたことか

ら、大企業、中小企業を問わず、全国すべての事業者

で活用ができる。大企業には主に健康保険組合による

データヘルスが、中小企業には全国健康保険協会や国

民健康保険組合によるデータヘルスが該当する。

　はじめに、大企業でデータヘルスが活用されている事

例を紹介する。経済産業省および東京証券取引所によ

る「健康経営銘柄６）」に制度創設以来８年連続して選定

されている花王株式会社では、全国の事業所ごとに社

員の健康状況や生活習慣を可視化し、産業保健スタッフ

が各職場の健康課題に応じた計画を策定している。そ

して、毎年、事業評価を行った後、ベストプラクティス

事業所を選定・表彰するという取組を行っている。デー

タヘルスを活用することで、それぞれの職場の集団特性

を客観的に比較できることに加え、特定保健指導等の

1. データヘルスで目指す世界観

ふるい　ゆうじ ● 東京大学大学院医学系研究科修了、医学博士。専門は保健医療政策。30代で過疎地の「出前医療」に魅せられ、基礎医学から予防医学に転向。経
済財政諮問会議専門委員として骨太方針等の策定過程に関わり、政策と現場をつなぐ大切さを再認識する。

なかお　きょうこ ● 東京大学大学院医学系研究科修了、公衆衛生学修士。医療・介護政策関連の多くの調査・研究経験を有し、保険者や企業の健診・レセプトデータ
等の解析を通じて、疾病予防の研究に携わっている。

東京大学 未来ビジョン研究センター 特任教授　古井 祐司

東京大学 未来ビジョン研究センター 特任研究員　中尾 杏子

データヘルスで進展する
コラボヘルス特集3

2. 産業保健における
　 データヘルスの活用
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ラボヘルスによって、企業による人的資本経営と持続可

能な企業価値の創造が可能になるのだ。

　もうひとつ注目しておきたいのは、産業保健自体にコ

ラボヘルスを導入する動きである。現在、厚生労働省に

よる「産業保健のあり方に関する検討会12）」では、すべ

ての人が生き生きとやりがいを持って働ける環境整備の

一環で、産業保健へのデータヘルスの活用や、事業者

と医療保険者の役割の明確化など、コラボヘルスを推

進するための施策が検討されている。令和元（2019）年

度のTHP指針の改正で示された「事業場ごとの特徴を

踏まえた集団への健康保持増進措置の視点を強化」す

る方向性も、コラボヘルスにより実現しやすくなるはず

だ。コラボヘルスが広がり、さらにマイナンバーカードや

マイナポータルといった仕組みが普及すると、転職で職

場が変わっても医療保険者間で健康データのポータビ

リティが確保できるため、事業者はシームレスに健康管

理を進められるようになる。今後、多様な働き方が広が

り、雇用の流動性が高まる環境下で、コラボヘルスは

産業保健活動の実行性を担保する重要な要素になると

考えられる。

プログラムを産業保健活動を進めるためのソリューショ

ンとして使えることもメリットだ。また、成果を上げた知

見が事業所間で共有されることで、事業所の格差是正

や産業保健スタッフの教育、質向上にもつながっている。

　もうひとつの事例は、福島県が実施した中小企業に

よる職場の健康づくり支援施策に参加した須賀川瓦斯

株式会社である。高血圧でメタボリックシンドロームの

社員が多いことを健診データから把握した上で、その背

景にある食生活の課題に焦点を当てて、職場の健康づ

くりを進めたところ、７割以上の社員で内臓脂肪が減

少した７）。中小企業では、一般に常勤の産業医や保健

師等の専門職が不在で、知見も不足しがちだが、この

事例が示すように自治体や医療保険者、地域産業保健

センター等との連携が有用である。全国健康保険協会

ではすべての都道府県支部が「事業所カルテ８）」（社員

の健康状況や生活習慣の特徴を図示）を作成して事業

者に提供しており、さらに保健事業のプログラムとして

生活習慣病予防健診をはじめ、食育、禁煙セミナーや

保健師による訪問指導等を提供している。

　コラボヘルスの展開を見通す上で重要な視点のひとつ

は、企業による「人的資本経営」の動向を把握しておく

ことだ。政府は少子高齢化の進展や「失われた20年」を

踏まえて、骨太方針2022 ９）により人への投資を重視す

る政策を掲げた。経済産業省も「人的資本経営の実現

に向けた検討会報告書 ～人材版伊藤レポート2.0～ 10）」

で持続的な企業価値の向上を掲げ、企業は社員を資源

ではなく資本として捉える人的資本経営を進めるべきだ

と提起している。

　従来から進められている健康経営は人的資本経営の

重要な要素のひとつとして位置づけられ、さらに上場企

業に向けた規範・行動原則である改訂コーポレートガバ

ナンス・コード2021でも、人的資本経営が「サステナビ

リティの取組として開示すべき事項」に新たに追加され

た。先述した花王では、花王サステナビリティレポート

202211）のなかで社員の健康状況を開示し、健康保険

組合とのコラボヘルスに基づく好事例を職域・地域・生

活者に向けて展開することを宣言している。つまり、コ

3. コラボヘルスの今後の展開

● 特集　THP指針改正とコラボヘルスの推進
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さんを含めて４名、タダノ健康保険組合に所属する保

健師１名という陣容だ。しかし2013年から2018年まで

は健保組合所属の保健師は不在だったという。

　「健保組合には省庁から入ってくる情報があり、データ

ヘルス推進や、特定保健指導の展開などの取組が求めら

れていました。例えば脂質の数値の範囲が示された場合

に、健保組合としてどう対策をするか、と問われたときに、

その数値が何の意味を持っているかというのは保健師で

ないとわからない部分もあり、事務スタッフだけでは対策

に行き詰まることもあったのです。そこで、コラボヘルスを

さらに推進するためには、健保組合のなかにも保健師が

必要と考え、安全衛生グループ所属の保健師１名に健保

組合に出向してもらい、安全衛生グループには新規に保

健師を採用するという形で現在の体制のベースを整えま

した」と赤澤さん。

　この体制を確立したことでデータヘルスなどの専門的

な取組にも、健保組合と連携しながら的確な対策を講じ

ることができるようになった。

　安全衛生グループ発案の健康増進策のひとつに、

「健康づくり自己宣言の作成と公開」というものがあ

　香川県高松市に本社のある株式会社タダノは、建設用ク

レーンの他、高所作業車等の製造販売を行っている。その

淵源は1919年にさかのぼることができるほど長い歴史を

持ち（法人設立は1948年）、その間に蓄積した技術と実

績で、現在では世界有数のクレーンメーカーとして発展を

遂げている。従業員数は連結で4,500人以上を数える同社

では、日本国内グループ全体を統括する安全衛生グループ

と健康保険組合が一体となって、ストレスチェック分析結

果のデータ活用やインセンティブによる禁煙対策、健康増

進のためのアプリ導入など、さまざまな施策を行うコラボ

ヘルスの推進に力を入れている。

　そこで、同社における健康経営とコラボヘルスへの取組、

その成果について、総務部安全衛生グループマネジャー

であり保健師の赤澤百合子さんにお話を伺った。

　同社は「健康経営」が注目を集める以前から、積み重ね

てきた「健康文化」がある。今からさかのぼること40年以

上前、1981年に、多田野弘名誉顧問の先取り精神で、「心

とからだの健康づくり運動」をスタートした。社員それぞ

れが良い仕事をして良い人生を歩んでいくためには、心と

からだの健康づくりが何よりも大切と考えたのだ。社員一

人ひとりの健康づくりへの意識の高さや行動は、タダノグ

ループの大きな誇りであり、財産になっている。この良き

伝統である「健康文化」を、今後もぜひ継続し発展させて

いきたいという思いで2018年に健康経営宣言を制定し、

2022年には「健康経営優良法人（大規模法人部門）」と

して認定された。

　こうした健康経営の推進を担う同社の産業保健スタッ

フは現在、国内タダノグループ全体で、嘱託産業医４

名、総務部安全衛生グループに所属する保健師が赤澤

1. 健康保険組合に保健師を配属し
　 コラボヘルスの体制を強化

株式会社タダノ

会社と健保組合が一体となり
バリエーション豊かな
健康施策を展開

特集4

2.「健康づくり自己宣言の作成と公開」
　 で取組を活性化

企業事例

左から総務部安全衛生グループ マネジャー赤澤百合子保健師、
グループマネジャーの高嶋順彦さん、青木里枝保健師。
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る。健康づくり自己宣言は健康に関する目標と方策を立

てて月別の評価を◎○□△×で記入する表を作成し、各

職場で実行し合う、という取組だ。例えば赤澤さんが所

属している企画管理部門では、60人くらいが同じシート

を使って実行しているという。具体的には自分で「体重

２キロ減」という目標を立てた場合、「徒歩通勤で毎日

歩く」という方策も自分で考え、これについて実行できた

かどうかを記号（○×など）で記入する。この表を社員同

士で公開することで全員の取組を見える化し、お互いに

声をかけあって話題づくりや、モチベーション維持につな

げていこうというものだ。

　また、最近注目を集めているロコモティブシンドロー

ムへの対策として「相互ロコチェック」というものも実施

している。これは車両の相互点検のように、社員同士が

お互いの体力が低下していないかどうかをチェックする

もの。例えば、立って靴下が履けるかどうかなどの項目に

ついて、実際にできているかどうかを目視してチェックす

る。社員の健康意識を高めるだけでなく、高齢労働者が

自分の体力の状況を確認するという目的もある。

　また、メンタルヘルス対策については、2016年度から

「心の健康づくり計画」の一環としてストレスチェックを

実施し、常勤の保健師が実施者となって行い、受検率は

タダノグループ全体で99.6％を維持しているという。そこ

から洗い出された高ストレス者には、保健師との面談後、

必要があれば産業医面談へつなげるなど連携して対応し

ている。さらに、ストレスチェック集団分析結果から、各

職場に職場環境改善計画書の作成を依頼して実施を進

めている（表）。

　また、健保組合が行っている取組としては年２回の

「禁煙ラリー」がある。これは、「禁煙します」と宣言し

た喫煙者が１ヶ月禁煙をできたかどうか記録を取り、そ

の支援者として周りの人が声をかけあい、１ヶ月禁煙で

きた本人はもちろん、支援者にもインセンティブとして図

書カードを進呈するというもの。失敗しても粗品がもらえ

るとあって、禁煙のきっかけづくりになっているという。

本人の感想や挑戦の動機、禁煙のときにした工夫などを

提出してもらい、他の喫煙者へ参加を働きかける材料に

なっている。

　さらに同社では最近、健康アプリを導入した。これは

自分の歩数がわかり、他の参加者との歩数比較や、歩数

ランキングを見ることができるもので手軽に健康管理を

してもらうことが目的だ。

　「今まで保健師の仕事は『運動してください』『食事に

気をつけてください』と、どちらかというと売込型だっ

た」と赤澤さんは振り返る。しかしこれからは、この健康

アプリのような、手軽で楽しみながら取り組める仕組み

を導入することで、社員がいつの間にか健康づくりをやっ

ているような仕掛けづくりが重要だと強調する。

　「究極は『タダノに入社したら運動しないと損をする、

健康づくりをしたら得をする』と思ってもらえるような文

化がつくれたらいいと考えています。自主的に得をする

選択を続けていたらいつの間にか健康になっていて、結

果的に自分にとっても会社にとってもメリットが大きかっ

た、というのが理想ですね」と赤澤さん。コラボヘルス

の推進によって、健診フォローの数だけを追いかけるよ

うな衛生活動から、会社と健保組合が一体となったバ

リエーション豊かで楽しい健康施策を生み出し続ける

ことが、赤澤さんの目指すコラボヘルスの姿だ。

3. 売込型アプローチから自分から
　 やりたくなる健康増進策に

● 特集　THP指針改正とコラボヘルスの推進

株式会社タダノ
事業内容：建設用クレーン、車両搭載型クレーン及び高所作業車等

の製造販売
設　　立：1948年8月
従 業 員：単独1,539人、連結4,589人（2022年3月31日現在）
本社所在地：香川県高松市

会社概要

2022年度タダノ健康経営ＫＰＩ（タダノグループ全体）

表.心の健康づくり計画（2020～2022年）2021数値目標評価

数値目標

受検率95％以上

セルフケア取組率70％以上

管理監督職の快適職場づくり
取組率80％以上

結　果

99.6％（前年99.7％）達成

71.8％（前年70.6％）達成

80.3％ (前年77％）達成
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